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市第27号議案 

横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例の一部 

改正 

横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 

  平成30年９月11日提出 

                横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例の一部 

   を改正する条例 

 横浜市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例（平成３年12月 

横浜市条例第55号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項第１号及び第３項中「控除対象配偶者」を「同一生

計配偶者」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の横浜

市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例の規定は、平成30年１

月１日から適用する。 

 

   提 案 理 由 

 所得税法の一部改正に伴い、関係規定の整備を図るため、横浜市

ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例の一部を改正する必要が

あるので提案する。 
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 参  考  

   横 浜 市 ひ と り 親 家 庭 等 の 医 療 費 助 成 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 

 ）  

上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 

 （ 医 療 費 の 助 成 ） 

第 ４ 条  （ 第 １ 項 省 略 ） 

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 助 

 成 は 行 わ な い 。 

 (1)  ひ と り 親 又 は 養 育 者 （ 以 下 「 ひ と り 親 等 」 と い う 。） の 前 々 

  年 の 所 得 が 、 そ の 者 の 所 得 税 法 （ 昭 和 40 年 法 律 第 33 号 ） に 規 定 

    同 一 生 計 配 偶 者 
  す る        及 び 扶 養 親 族 （ 以 下 「 扶 養 親 族 等 」 と い う 
    控 除 対 象 配 偶 者 

  。） 並 び に 当 該 ひ と り 親 等 の 扶 養 親 族 等 で な い 児 童 で ひ と り 親

  等 が 前 々 年 の 12 月 31 日 に お い て 生 計 を 維 持 し た も の の 有 無 及 び

  数 に 応 じ て 、 規 則 で 定 め る 額 以 上 で あ る と き 。 

   （ 第 ２ 号 省 略 ） 

３  震 災 、 風 水 害 、 火 災 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 災 害 に よ り 、 自 己 又 

           同 一 生 計 配 偶 者 
 は 所 得 税 法 に 規 定 す る        若 し く は 扶 養 親 族 の 所 有 に 
           控 除 対 象 配 偶 者 

 係 る 住 宅 、 家 財 又 は 主 た る 生 業 の 維 持 に 供 す る 田 畑 、 宅 地 、 家 屋 

 、 機 械 、 器 具 そ の 他 事 業 の 用 に 供 す る 固 定 資 産 （ 鉱 業 権 、 漁 業 権 

 そ の 他 の 無 形 減 価 償 却 資 産 を 除 く 。） に つ き 被 害 金 額 （ 保 険 金 、 

 損 害 賠 償 金 等 に よ り 補 充 さ れ た 金 額 を 除 く 。） が そ の 価 格 の お お 

 む ね ２ 分 の １ 以 上 で あ る 損 害 を 受 け た 者 （ 以 下 「 被 災 者 」 と い う

 。） が あ る 場 合 に お い て は 、 そ の 損 害 を 受 け た 月 か ら 翌 年 の 12 月 

 31 日 ま で の 助 成 に つ い て は 、 そ の 損 害 を 受 け た 年 の 前 々 年 に お け 

 る 当 該 被 災 者 の 所 得 に 関 し て は 、 前 項 の 規 定 を 適 用 し な い 。 
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   （ 第 ４ 項 及 び 第 ５ 項 省 略 ） 
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